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1
都留市価格高騰重点支援給付金
【物価高騰対策給付金】

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。

R6.1.1 R6.3.31 169,190,819 169,190,819

給付金及び事務費
【合計】169,190,819円
2,351世帯×70,000円＝164,570,000円、
事務費4,620,819円

物価高騰の影響を大きく受ける2,351の低所得世帯への給付を
行い低所得世帯の方々の生活維持に寄与した。

福祉課

7

住民税均等割が課税されている者
の扶養親族等のみで構成される世
帯に対する支援給付金【物価高騰対
策給付金】

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。

R6.1.1 R6.3.31 39,760,000 28,000,000
給付金
【合計39,760,000円
994世帯×40,000円＝39,760,000円

物価高騰の影響を大きく受ける994の低所得世帯への給付を
行い低所得世帯の方々の生活維持に寄与した。

福祉課

9
住民税均等割が課税されている者
の扶養親族等のみで構成される世
帯に対する支援給付金（事務費）

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。

R6.1.1 R6.3.31 67,740 66,000
事務費
【合計】67,740円

同上 福祉課

10 飼料肥料等物価高騰対策支援事業

コロナ禍による原油価格や飼料・肥料等の価格高
騰により、経営に影響が生じている市内の農畜産
業・漁業事業者に対し、経営継続支援として事業
規模等に応じた支援を実施する

R5.6.1 R5.10.31 6,779,000 6,779,000

飼料肥料等物価高騰対策支援
【合計】6,779,000円
養鶏13羽×500円＝6,500円、養蜂24群×5,000
円＝120,000円、漁業29,650ｷﾛ×50円＝
1,482,500円、３事業者×100万＝3,000,000円、
農業購入肥料費×37箇所＝2,170,000円

原油価格や飼料・肥料等の価格高騰により経営に影響が生じ
ている市内の46件の農畜産業・漁業事業者に対し支援金を給
付し、経営継続を支援した。

産業課

11
貨物運送事業者物価高騰対策支援
事業

新型コロナウイルス感染症、世界的なエネルギー
価格の上昇等の影響により、運送コストの増大が生
じている状況を踏まえ、貨物自動車運送事業を実
施する中小企業等の事業継続を支援する。

R5.8.1 R5.10.31 14,430,000 14,430,000

貨物運送事業者物価高騰対策支援
【合計】14,430,000円
一般・特定貨物自動車50,000円×270台＝
13,500,000円、貨物軽自動車30,000×31台＝
930,000円

市内に本社又は営業所を有する貨物自動車運送事業を実施
する企業等に支援金を給付し、エネルギー価格の上昇等の影
響による運送コストの増大が生じている状況での事業継続を支
援した。

産業課

12 上水道使用料等の基本料金免除④
原油価格や物価高騰等の影響を受けた生活者や
事業者を幅広く支援することを目的として、水道料
金の基本料金を1回分（2カ月分）免除する。

R6.2.1 R6.3.31 26,737,370 26,737,370
上水道、簡易水道、組合簡易水道使用料の基本
料金相当額の減免
【合計】26,737,370円

令和6年2月から3月にかけて上水道7,601件、簡易水道4,921
件、簡易水道組合6件の水道使用料の基本料金相当額を減免
し、原油価格や物価高騰等の影響を受けた生活者や事業者を
幅広く支援した。

上下水道課

13
学校給食費無償化事業（食材高騰
分）

コロナ禍による原油価格や物価高騰による食料品
価格やエネルギー価格の高騰による影響を受ける
小中学校の保護者の負担を軽減するため学校給
食費を無償化しているが、今般食材等高騰により
不足する材料費について追加負担が必要となった
が本交付金を活用し保護者に追加負担を求めず
給食を提供する。

R5.4.1 R6.3.31 15,198,000 9,273,630
学校給食費無償化（食材高騰分）
【合計】15,198千円
給食費増加額43.7円×347,791食=15,198千円

コロナ禍による原油価格や物価高騰による食料品価格やエネ
ルギー価格の高騰による影響で不足した材料費についての追
加負担分を支援することで、同様に物価高騰の影響を受けて
いる保護者に学校給食の食材等高騰分の費用負担を求めず
に給食を提供した。

学校教育課
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